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１　はじめに
　現在、「開発」の意味するものは、経済成長に限られない。国連開発計画（UNDP）の「人間開発」の
概念に代表されるように、社会やそこに住む人間がよりよい方向へと発展している状態を開発とする定義
が一般的になりつつある（大坪ほか2009、５-８頁）。そのように定義された開発の進展・後退に対しては、
当該社会の政治、文化、社会、経済的諸要素が広く影響を及ぼすこととなる。開発援助の実務と研究の双
方で、支援対象国の経済だけでなく政治や文化、社会の諸要素を含めた総合的な開発戦略の策定と支援が、
現在盛んになっている。海外ではすでに1960年代より各種学問を総合した「開発学（development 
studies）」が発達してきた。日本でも、開発経済学、開発社会学、開発政治学の三つの視座を中心に開発
のあり方を考察する「国際開発学」の提唱など、近年学際的な開発の研究が盛んである（大坪ほか
2009）。
　問題は、開発の多面性を踏まえた考察が進む一方で、その研究成果を開発援助の実務に援用する手法が
未発達であることである。なかでも開発における「政治」の領域については、研究もその実務への応用も
遅れている（木村2009）。そこで本稿では、開発における「政治」の分析と実務への応用の例として、（政
府の援助機関および国際機構を含む）開発援助機関によって近年試みられている「政治経済分析（political 
economy analysis）」（以下、PE分析）を取り上げ、その可能性と限界を考えたい。
　本稿ではまず、開発援助における「政治」の意味と、それが注目を集めるようになった背景をまとめる。
続いて、開発援助機関によって試みられている主要なPE分析について整理する。そのうえで、これまで
の成果を踏まえて、その意義や可能性、課題を考えたい。
２　開発における「政治」の（再）発見
　先進国政府の援助機関や国際機構、研究機関、開発コンサルタントなどから成る、いわゆる開発援助コ
ミュニティーにおいて、開発における「政治」が注目を集めつつある。しかし、「政治」の意味するもの
はさまざまである。それでも、大きく分けると二つの用法があるように思われる。一つ目は、政治体制や
政治制度、政策、国家（政府）、政治家、政党、市民社会といった、特定の制度やアクターおよびそれら
が相互作用を行う空間を意味する場合である（＝「特定分野としての政治」）。近年の開発援助で盛んなガ
バナンス・民主化支援は、その意味での開発の政治的側面に注目したものである（杉浦2010）。もう一つ
は、当該社会や集団における集合的な意思決定、アクター間の協力・対立関係や権力関係、それらに相互
に影響を与える社会構造といった相互作用を意味する場合である（＝「現象としての政治」あるいは「政
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治性」）。そこには、先述の「特定分野としての政治」も含まれる。のちにも取り上げるA. レフトウィッ
チは、開発における「政治」を「物質的であれ理念的なものであれ、ローカル・国家・国際レベルのいず
れであれ、私的・公的領域のいずれであれ、資源の使用、産出、配分に関わる協力、交渉、対立のすべて
の活動」とするが、その意味での政治は後者に該当するといえる（Leftwich 2000, p.５）。
　この両方の意味での「政治」への注目は、開発をめぐる議論において古くより存在してきた。すでにA. ス
ミスやK. マルクスなどの経済学の古典では、それらが政治学の古典としても扱われていることからもわ
かるように、政府のあるべき役割や階級闘争など、少なからず政治の問題が扱われてきた（絵所1997、
218頁）。その流れで、政治と経済の相互の結び付きに注目した「政治経済学」がすでに存在している。
　しかし、開発援助において、上記の意味での政治が明示的に注目を集めたのは比較的最近である。第二
次世界大戦後、発展途上国の開発のために開発経済学が発達したが、それはあくまでも経済学の一分野と
位置づけられたものであり、各国の政治やそれを含めた社会環境は軽視されてきた（以下、石川2006; 大
坪2009; 高橋・福井2008、第４章）。実際、第二次世界大戦後に始まった開発援助は、近代化論を基礎に
した、開発経済学のいわゆる構造主義論に基づいたものであった。1950・60年代の開発援助では国内投
資のための貯蓄不足といった経済的な要素が重視され、政治的要素が開発に与える影響は軽視された。
70年代になると、２度の石油ショックにより、構造主義から生まれた政府主導の輸入代替工業化戦略は
行き詰まることとなる。80年代には、ブレトンウッズ機関を中心に、小さな政府と市場経済主義、緊縮
財政を融資条件とした、いわゆる「ワシントン・コンセンサス」に基づいた構造調整支援が実施された。
しかし、各国の社会的環境を軽視して杓子定規に適用された構造調整は、少なくない事例で失敗に終わっ
ている。
　このように、第二次大戦終結以来の開発援助では、いずれの開発理論に基づくものであれ、ドナーの優
位の下での「青写真」的アプローチが適用され、技術的で官僚的な手法を通じてドナー主導で実施されて
きた（元田2007、第２章）。そこでは経済的要素が重視され、上記の両方の意味での「政治」はおのずか
ら軽視され、それが支援失敗の原因の一つともなった。
　1990年代になると、アフリカや中南米諸国での構造調整支援の失敗と、それに対照的な東アジア諸国
での奇跡的な経済成長から、援助の受け皿としての政府の能力や、開発に適した政治体制、広くはガバナ
ンスといった、分野としての政治に注目が集まることとなった。加えて、冷戦の終結によるデモクラシー
自体の価値の高まりも政治的要素への関心を高めさせた。世界銀行や西側先進国をはじめとしたドナーは、
政治改革を援助の条件としてコンディショナリティを援助に付したり、政府の法制度の形成や行政能力構
築に焦点を合わせた民主化・ガバナンス支援を盛ん実施したりするようになった（杉浦2010）。しかし、
その結果は、アフリカ諸国を中心に、芳しくないものとなっている。
　今世紀になり、アフリカや南アジアにおける貧困の深刻さを受けて、国連ミレニアム開発目標に代表さ
れる国際目標が設定され、経済発展と貧困の撲滅へ向けた国際的な取り組みがいっそう活発になった。並
行して、開発援助のあり方も見直されていく。そこでは、90年代同様に引き続きガバナンスが注目され、
開発援助にガバナンス関連の支援が占める割合が高まった。同時に、ガバナンスの状況をより理解し支援
内容に活かすために、途上国を対象としたガバナンス評価が盛んになっていった（杉浦2010、第４章）。
　その活発になったガバナンス評価には、二つの方向性が見られた（Meyer 2009, p.11 and 13）。ひとつ
が、世界銀行の世界ガバナンス指標（WGI）および国別政策・制度評価（CPIA）に代表される、各国の
ガバナンスを特定の制度や政策に関する指標を用いて、国家間で比較評価する方向である。もうひとつが、
特定の途上国を対象に、開発に必要な制度の強化および政策実施へ向けた改革を阻むあるいは促す、政治、
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経済、社会的過程および公式・非公式の諸制度、権力関係、社会構造を理解しようとする方向である。前
者は、本稿でいう「特定分野としての政治」に特に注目するものであり、後者は（前者を含めた）「現象
としての政治」に広く注目するものであるといえる。この後者に、英国国際開発省（DFID）によるもの
をはじめとした本稿で取り上げる「政治経済分析」が位置付けられる。
　政治への注目が高まった別の背景として、開発援助における開発の理論と実践全体が、ドナー主導のトッ
プダウン型のアプローチから、参加や包括性を重視するボトムアップ型へ移行したことが指摘できる（元
田2007、第２章および第３章）。今世紀に入り、世界銀行の主導で、支援分野としてガバナンスや社会開
発を含めつつ、開発過程へ対象国の政府や市民社会の参加を求める「包括的開発フレームワーク」（CDF）
および「貧困削減戦略書」（PRSP）の作成が開始された。2005年には、100を超える政府と援助機関が
集まって採択された「援助の実効性に関するパリ宣言」で、援助の実施過程での対象国の「オーナーシッ
プ」、ドナーと対象国の間の「パートナーシップ」、ドナー間の援助の「調和（harmonization）」、対象国
の政策・制度との「整合（alignment）」が、開発援助で重視されるべき原則とされた。このようなボトム
アップ型の開発ではドナーは以前のような大掛かりな介入はできないため、的確な支援を行うために、開
発に必要な政策や改革の実現の鍵となる政治、経済、社会、文化、宗教の分野でのアクターおよび過程や
構造を深く正確に理解することがいっそう求められる（Sida 2006, p.５; World Bank 2008, p.２）。そこで、
政治を中心に開発過程の現実を理解する手法としてPE分析が生まれることとなったのである。
　開発援助の実務と並行して、開発学でも政治が注目されるようになった。イギリスの著名な開発学の専
門家であるレフトウィッチは、2000年に「開発における政治」の重要性を主張する著書を刊行した
（Leftwich 2000）。その後も、直接DFIDによるPE分析の試みに関与している。日本でも、先述の「国際
開発学」の柱として、開発経済学、開発社会学と並んで開発政治学が提唱された（大坪ほか2009）。その
背景には、上記の開発援助コミュニティー全体の傾向を踏まえて、各国社会の現実が開発に与える影響の
認識がある（大坪2009; 高橋2010; 元田2007）。現在では、政治・経済・文化を融合するような「開発の
新政治経済学」が求められている（Adam and Dercon 2009）。そして、そのような開発に関わる政治的
要素を援助の実践で理解するため、DFIDが2002年に公表した「変化の動因（Drivers of Change）」研究
をかわきりに、複数の開発援助機関でPE分析が始まった。それらは別々に実施されたが、2005年には、
経済協力開発機構の開発援助委員会（OECD-DAC）のガバナンス・ネットワークによりPE分析が総括され
た（OECD-DAC 2005）。2009年にはDFIDにより、改めてPE分析の整理と分類が行われた（DFID2009）。
３　開発の「政治経済分析」
（１）政治経済分析の定義と共通した特徴
　上述のように政治経済分析（PE分析）はいまだに固定的なものではなく、発展の途上にあるといえる。
ここでは、現時点での一般的な定義と特徴を示した後、主たるPE分析の取り組みの例を概観したい（PE
分析の各ツールや各事例の文書は、GSDRC ウェブサイトを参照）。
　各援助機関で試みられているPE分析の具体的な内容は多様であるが、OECD-DACのウェブサイトで挙げ
られているものが一般的である。すなわち「PE分析は、ある社会における政治と経済過程の相互作用、
すなわち異なった集団および個人の間の権力と富の配分と、それらの関係を時とともに作り、維持し、変
容させる過程に関心をもつ」ものとされる（OECDウェブサイト; DFID 2009, p.４）。
　PE分析の全般的な特徴について、先述のように、OECD-DACは2005年当時行われていたPE分析を「権
力および変化の動因分析（Power and Drivers of Change Analysis）」と名付けて総括した。その報告書は、
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各PE分析は「異なった分析のレンズを用いている」としつつも、それらの共通の核として「政治と権力
の特徴を根底にある経済問題と結び付けていること」を挙げた（OECD-DAC 2005, p.３）。また、共通の
出発点として「（１）改革するための技術的でドナー主導のアプローチがうまく機能していないという認
識の広がり、（２）貧相なガバナンスの、症状ではなく、根底にある原因を理解し、公式の構造とともに
非公式の制度を考慮に入れる必要性、（３）前向きの変化へ向けた対象国主導のインセンティブの模索、（４）
ドナー自身がそれらのインセンティブにネガティブな方向で影響を与えたかもしれないという懸念」を挙
げている（OECD-DAC 2005, p.19）。スウェーデン国際開発協力庁（Sida）による報告書では、PE分析の「多
様なアプローチの最小公分母」として、国家形成など歴史の説明、開発へ向けた「政治的意思の欠如」に
影響を与える公式・非公式な制度的・構造的要因、進歩的変化を求めるインセンティブにドナー自身が消
極的な影響を与えるかもしれないという懸念、変化あるいは遅滞が起きる原因およびそれらの変化が貧困
者にどう影響を与えるかについての戦略的思考があることが指摘されている（Sida 2006, p.５）。
　PE分析は、大きく、国レベル、セクターレベル、問題レベルに分けることができる（DFID 2009,p.８; 
Fritz et.al. 2009）。まず、マクロレベルとしての国家レベルのPE分析がある。その目的は、国家の文脈に
対する一般的な感受性と広く政治経済的環境の理解を高めることである。また、国別の開発戦略およびプ
ログラムの作成に際して情報を提供することも目指している。例としては、後述のDFIDのDOC、オラン
ダ外務省の「戦略的ガバナンスおよび腐敗評価（Strategic Governance and Corruption Assessment, 
SGACA）」、Sidaの「権力分析（Power Analysis）」がある。セクターレベルのPE分析は、教育、農業、道
路建設といった特定のセクターでの障壁や機会を特定することを目的とする。このアプローチは、より実
践的な行動へむけた最初の入り口の特定を容易にする点で、むしろ好ましいという意見もある（GSDRC 
HP）。代表的なものとして、後述の世界銀行による試みがある。問題レベルのPE分析は、まだ少ないが、
プロジェクトレベルおよび公的財政管理の改革といった特定の政策課題に関連した問題を理解したり解決
したりするのを促す（Fritz et.al. 2009）。続いて、主要なPE研究についてみていきたい。
（２）英国国際開発省（DFID）の試み
　一連のPE分析の先駆けであり代表的なものであるDFIDの「変化の動因」（DOC）研究は、今世紀に入っ
てまもなく、当事の国際開発大臣であるC. ショートの強い支持のもと、国別事務所の主導で始められた。
最初のDOC研究は、2002年にバングラディシュを対象に実施された。2003年６月には政策局（Policy 
Division）のなかにDOC専門のチームが設けられたが、04年９月には解散した。成果として、2005年秋
までに20を超える国別事務所がDOCにかかわり、15の研究が生み出された（OECD-DAC 2005, p.４）。
　DOC研究は、国レベルの貧困削減へ向けた変化への機会やインセンティブ、妨害を特定することを目的
としている。DOC研究は、特定の利益を追求する個人や集団である「エージェント（agents）」、国家形成
の歴史や経済的・社会的諸構造など「構造的特徴
（structural features）」、エージェントの行動を
支配する諸ルールである「制度（institutions）」
に注目する。右の図のように、エージェントと構
造的特徴は相互に作用し、そのインパクトは制度
によって媒介される（GSDRC HP; DFID2004）。
　DOC研究は、単一の青写真を適用するのではな
く、国別事務所が次の６つのレベルに沿う質問を
図１　DOC研究での主要要素の相関関係
出典：DFID 2004
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各自作成することで調査が行われる。すなわち、①変化のダイナミクスと可能性に影響を与える社会的、
政治的、経済的、制度的要素をカバーする「基礎国家分析（basic country analysis）」、②政策、特に、制
度内で行動するエージェントの動機と能力をカバーする「変化の中期的なダイナミクス」、③意図的、非
意図的なドナーの行動を含む「外的勢力の役割」、④変化がどのように貧困に影響を与えるのか、それは
どの程度の期間かをカバーする「変化と貧困削減の間のつながり」、⑤理解がどのようにDFIDの戦略と行
動に転換するかをカバーする「実務への示唆」、⑥対象国の知識の保有を促すあるいは妨害するものを含む、
DFIDの組織上の動機をカバーする「どのようにわれわれは働くか」である。それらのレベルは①から段
階的に進められるが、作業はたいてい各国事務所が外部コンサルタントに委託する形で行われる（DFID 
2004）。
　2005年の時点で、DFIDでは、公式に要求されるわけではないものの、DOC研究の実施が国別の援助計
画過程の一部分になっているとされた（OECD-DAC 2005, p.12）。同年11月の段階でのDOC研究の成果と
して、26に及ぶ変化の動因が明らかにされた。そのうち、多くの報告書に含まれていた動因は、①腐敗、
②（権力と資源を）エリートが占有していること、③市民社会と（ドナーを含む）外的アクターの役割で
あった（DFID 2005, p.１）。また、すべてかいくつかの国家で次の特徴が特定された。①多かれ少なかれ
行き渡った形態のパトロン・クライアント関係、②腐敗や国家の簒奪、権力にしがみつく支配的なエリー
ト、ビジネスの政治化、「影の国家」の現象、③個人化した政党や弱く分裂した不能な市民社会組織、④
経済成長の要件やガバナンス、サービス提供を改善するための、早急なあるいは現実的な制度改革への限
られたあるいは弱い要求、⑤最小限のあるいは存在しない「政治的意思」、⑥明確で合意された包括な国
家経済戦略、プロジェクト、社会経済的目標の相対的な欠如、⑦低いレベルの「国家性」と、モラルが低
く政治化された官僚と独立性が疑わしい司法と軍部を持つガバナンスである（Leftwich 2006c, p.７）。
　それらのDOCの研究はDFIDの国レベルの活動に好ましい影響があったとされる。国別事務所は、同研
究を、計画の過程での情報収集、つまり国別援助計画（CAP）や合同援助計画の過程への使用、パートナー
国との関係や作用の質の向上、介入のリスクの分析やそれらを軽減する方法の提案、他のドナーとの調和
の強化、合同作業の推進などに利用している（DFID 2005, p.１）。
　その反面、いくつかの問題が指摘されている。まず、その新しさや、検討された問題の範囲の広さや複
雑さ、既存の援助契約の継続性のために、DOCの研究がDFIDのプログラムの形成や性質を変えたことを
示した例は限られている。加えて、報告書の大半が腐敗といった目立つ問題や症状に焦点を合わせており、
そのために既に知られたことの繰り返しになっている。関わる個人や集団の動機の関連した基底にある要
因についての言及も少ない。結果、報告書の多くは、潜在的で実際的な「変化の梃子」について限られた
示唆しか提供しなかったという。特定された要因の数とは対照的に、DOC研究の報告書は、実務上のある
いはプログラム上の推薦については、より少ない数しか示さなかった。むしろ、多くの報告書では、
DFIDやほかのドナーが発見を活用するために活動のやり方をどう変える必要があるかについての示唆が
含まれた。課題として、市民からの要求を刺激する方法を発見することや、外的アクターとしてのDFID
の影響力の限界を認識すること、技術的に十分であるだけでなく政治的に抜け目のないアプローチを採用
するようスタッフにうながすことが指摘された（DFID 2005、p.２; See also Leftwich 2006c, p.８）。
　2005年にはDFIDでのDOC研究は一段落がついたが、その後、DOCの限界に対応するために、先述のレ
フトウィッチらにより「開発の政治（politics of development）」枠組みが提案されている。それは、DOC
の欠点のうち、特に政治的な変化のダイナミクスを捉える一貫した枠組みが欠如している点を補うことに
主眼が置かれている（Leftwich 2006c）。レフトウィッチらは、まず「政治」を「公式・非公式制度の相
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互作用および私的・公的な配分と経路を通じて、資源の使用、産出、配分における協力、交渉、対立のす
べての活動より構成されるもの」と定義する（Leftwich 2006a, p.４）。そのうえで、政治を「ゲームのルー
ル」と「ルール内でのゲーム」の相関する二つのレベルで行われるものとして理解する。前者は、政治が
行われる場であり、合意された制度的アレンジメントに関係する。いわば政治のルールをめぐる政治であ
る。後者は、前者のレベルで決められたルールのなかで行われるものであり、利害と理念、集団、プログ
ラムの間の競合的な相互作用に関係する（Leftwich 2006c,pp.９-12）。ここで「開発の政治」とは、「人々
が、成長と福祉を向上させるために資源の使用、産出、配分の方法を変える一連の過程」となる（Leftwich 
2006a, p.５; also Leftwich 2006c,pp.10-13）。政治と経済の関係については、「経済的な変化は政治的効
果をもち、政治的変化（特に権力配分における変化）は経済的効果をもつ」とする相互連関である（Leftwich 
2006a, p.５）。開発の遅れた国家においては、ゲームのルール自体が不安定であり、開発へ向けた政策や
制度の形成、それへ向けた政治的意志の凝集が進まない。他方、開発が進んだ国家ではゲームのルール（た
いていは民主主義のルール）が確立しており、ルール内でのゲームがもっぱら行われる。そのため、政治
の特別な事例である「開発の政治」の真の挑戦は、「安定した政治制度がどのように形成され維持されるか」
となる（Leftwich 2006a, p.５; also Leftwich 2006c, pp.13-14）。
　続いてレフトウィッチは、各国の開発の政治を把握するための枠組みを提示する。その枠組みは、政治
システムの概念を援用したものであり、どのような経済的、社会的、政治的関係の構造が国家および国際
環境で広がっているのか、その環境がどのような潜在的な変化（および阻害）のエージェントあるいは動
因を生んできたか、政治的構造においてどこにそれらは位置付けられているか、またそれらはどのような
権力を持っているか、そのような変化のエージェントの連合の形成をどのような環境や動機が促すのか、
そのようなエージェントはどこでどのように変化の推進において効果的に最もなりそうか、といった問い
に答えるのを助けることを目的とする。その「政治システム」とは、「資源の使用、産出、配分について
の決定に関わる、協力、対立、交渉を表出する、ダイナミックな公式・非公式な制度的に形成された一連
の相互作用、実践、過程」である（Leftwich 2006c, pp.17-18）。この政治システムの枠組みは、1950年
代にD. イーストンが築いた政治システム論を基礎にしたものである。枠組みの概略は次のようになる。
すなわち、国内外の環境の中で、国内外のエージェントから要求や影響、反対が多様な様式を介してイン
プットとして意思決定過程に伝わり、それらを分別するゲートキーパ （ー門番）を経て、（議会や政府など）
諸機関での諸アクター間による権力的な相互作用を通じて意思決定が行われ、政策などのアウトプットが
産出される。そして、アウトプットの実施を経て、再びインプットへフィードバックされる。このような
一連の過程は、複雑なダイアグラム（線図）として示される（Leftwich 2006b; Leftwich 2006c, pp.17-
21）。分析する側は、そのダイアグラムに沿って、対象国の開発の政治の現実を明らかにする。政治過程
がどのように異なった結果を生むか理解するための便利な出発点とされる（Leftwich 2006c, p.24）。
　しかし、レフトウィッチの示した政治システムの枠組みは、DFIDにおいて必ずしも浸透していない模
様である（DFID 2009, p.10）。その理由として、第１に、理論の由来であるイーストンの政治システム論
と同様、多様な政治的・社会的環境を有する途上国に単一の枠組みを適用しようとするため、枠組みがか
えって複雑になり過ぎていること、第２に、レフトウィッチ自身も認めるように、枠組みを通じて明らか
にされる政治システムの各要素がどうであれば開発を促すかが結局明らかではないことがある（Leftwich 
2006c, pp.27-29）。
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（３）スウェーデン国際開発協力庁（Sida）の「権力分析（power analysis）」
　Sidaによる「権力分析」（以下、PA）の最初のきっかけは、1996年から2001年までのエチオピアへの
支援である。03年にエチオピアに関するPAの報告書が公表された（OECD-DAC 2005, p.４）。その後、ケ
ニア（2003年）、ブルギナファソ（04年）と続けられ、06年段階で９カ国において実施された（Sida 
2006, p.26）。PAは、本部と国別事務所の間の対話に基づいて行われてきた（OECD-DAC 2005, p.４）。
　PAの目的は、公式・非公式の権力関係および構造を含めて、より詳細に政治的な「光景（landscape）」
を明らかにし、それらの要因が開発協力にどのように影響し、逆に影響されるのかを理解する新しいやり
方を試すことである。それによって、援助対象国に関するSidaの知識を増大させ、援助プログラムをより
適切なものにし、対話を改善し、可能であれば対象国における変革の過程に貢献することを目指す。PA
で主たる関心分野は、どこが支配的であるか、すなわち社会の真の権力の場所と貧困削減へ向けた改革の
範囲およびインセンティブを明らかにするために、アクター、利益集団、構造を分析することである（以
上、Sida 2006, p.14）。そのほか、上述のDOC研究における６つの分野も含まれる（Sida 2006, p.15）。
　PAの研究手法には固定されたものがない。特に権力（power）の内容は定義されず、個々の研究におい
てそれぞれ定められる。それでも、研究目的を達成するために、次の核となる課題を分析することが有用
であるとされる。すなわち、社会で公式・非公式の権力はどのように配分されるのか、ジェンダーによっ
て、社会で公式・非公式の権力はどのように配分されるのか、私的領域で権力関係がどのように配分され
るか、どのような種類の公式・非公式の権力が行使され、どのように実践され、どのように理解あるいは
知覚され、誰によってそれらは行われるか、どのような種類の隠された権力の次元、特にジェンダーに関
するものが存在するか、信念システムおよび文化的慣行はどのように物質的な権力構造を正当化し強化す
るか、HIV/エイズに関連した不名誉や差別は貧困層および脆弱な人々の無力さを強化するか、国家機構
は過剰なあるいは過小な権力によって特徴づけられるか、どれが権力の有無や貧困の政治、民主化の過程
に関係する主たる利害の衝突か、どのアリーナでそのような衝突が起きるのか、どの集団が非政治化され
やすいのか、といった課題である（Sida 2006, pp.15-16）。また、それらの課題を超えて、能力の欠如と
して理解される「貧困」を、貧困層の意思の表出や応答性、アカウンタビリティに沿って、人権を含む民
主的ガバナンスと結びつけることが重要であるとする（Sida 2006, p.16）。
　PAは、国別事務所および専門家によって実施される。主として、机上の文献レビューや二次調査、イ
ンタビューや質問によって行われる。PAは、国別の比較することよりも、各国の状況を分析することに
主眼を置いた質的な研究である（Nash et.al. 2006, pp.24-25）。2006年の報告書の段階で、エチオピア、
ケニア、バングラディシュ、タンザニア、ブルギナファソでPAが実施され、それらの成果が総合的に評
価された（Sida 2006, p.６）。そこではPAの次のような利点が指摘された。すなわち、現実的な時間枠と
進化の指標で、開発協力をより戦略的で現実的なものにする。ほかの戦略や投資のリスクを明らかにし、
政治的な考慮やより漸進的なアプローチがどのように政策実行を改善しうるかを示すことで、援助の実効
性と適切性の改善に貢献する。ドナー機関をリスク分析、リスク管理、ほかのアプローチに向かわせる。
なぜ貧困が蔓延するかの共通の理解を促進し、変化の過程についての思考を刺激する。パースペクティブ
の違いについてのドナー内外の対話に貢献する。貧困層へ向けた改革のための条件に関するドナーの想定
に挑戦する。地元の学者やセミナーを組織することで国内の対話を改善する（以上、Sida 2006, p.７）。
　また、PAは、計画、プログラム策定、リスクと機会の分析、調和化へ向けた対話において、Sidaの実
務にインパクトを与えたとされる。開発の計画について、たとえばタンザニアのPAは、タンザニア政府
が無力であり、他方ドナーが開発戦略の設定の実権を握っていることを明らかにした。バングラディッシュ
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のPAは、ある地域の開発プログラムがエリートによって独占される危険性を指摘し、Sidaは資金を出さ
ないことを決定した。また、エチオピアでは、社会運動など民主的ガバナンスへ向けた支援の必要性が
PAを通じて特定された。リスクと機会の分析については、たとえば、ブルギナファソやマリ、モザンビー
クで、地方分権化改革に関連したリスク、すなわち地域レベルでの権力へのアクセスの既存の不平等を
Sidaの援助が強化してしまう可能性が指摘された（Sida 2006, pp.７-９）。
　他方で、概念のあいまいさやコンサルタントたちの委任事項の解釈の広さのため、各分析結果の比較が
難しく、望まれたほどの結果は生み出されなかったかもしれないとされた（Nash et.al. 2006, p.24）。また、
結果の公表のあり方や、地元の調査能力の強化の必要、分析結果をどのように実践に移すか、分析を行う
スタッフの育成、ドナー間の調和といったことが課題として指摘された（Sida 2006, pp.10-13）。
（４）世界銀行による試み
　世界銀行では、1990年代よりガバナンス評価に積極的に取り組んできた。その流れの中で、99年には「制
度・ガバナンスレビュー」（IGRs）が開始された。IGRsは一貫した評価アプローチを採用して、政治的現
実と制約を考慮しながら、政府のパフォーマンスの失敗の制度上の理由と改革の実行可能性を分析するも
のである（OECD-DAC 2005, p.４）。そのIGRsのケニアでの研究は、アフリカにおける権力分析の新しい
アプローチを模索する銀行の広いイニシアティブの一部であったとされる（OECD-DAC 2005, p.６ and 
21）。続いて、世界銀行は「貧困および社会的インパクト分析」（PSIA）を農業セクターなどで実施する
ようになった。これまで６年以上実施されてきたPSIAは、必ずしも政治経済の分析を含むわけではないが、
改革過程に生じるリスクと、平等な結果に対して政策改革が与える政治経済的なリスクの両方を検証する
（World Bank 2008, p.７; World Bankウェブサイト）。IGRsはガバナンスの現状を検証するものだが、
PSIAはグッド・ガバナンスへ向けた改革の結果がもたらす影響に注目したものといえる。
　さらに世界銀行は、PSIAを基礎として、2008年に『政策改革の政治経済』と題される報告書を公表した。
その報告書は、複雑な政治・経済社会で働いている世銀の実務チームの経験を把握して統合し、政策改革
の政治経済分析へのシステム化されたアプローチを提供することを目指したものである。特に、ステーク
ホルダーの利益、動機、制度リスクの研究に社会分析の枠組みを適用することで、政治経済の「ブラック
ボックス」を明らかにし、改革のデザインと実施における政治経済の問題をよりよく理解し管理すること
へ向けて、何がどうしてどのように機能するかを示すことを目標とする（World Bank 2008, p.１）。同報
告書は、事例として、農業の自由化および水の提供と衛生における公私パートナーシップ（PPP）を取り
上げている。この研究は、先のPE分析の分類でいえばセクターレベルに焦点を合わせたものといえる。
　同報告書では、政治経済学を政治と経済の間の連関を研究する分析としたうえで、政治経済学の合理的
選択と権力ベースのアプローチのうち、制度は強力な利益集団によって一貫して構築されるとする後者に
基づいてモデルを構築する（World Bank 2008, pp.４-５）。同アプローチは、政治的・経済的利益を守る
あるいは強化するため、自らの立場をアクターがどう利用するかを検証する。また、政治的アクターある
いは政治起業家が、制度的文脈の中で、新しい政策や立法、制度を生み出すために、連合を構築し、交渉
し、コンセンサスを構築する条件と過程を明らかにすることを可能にする（World Bank 2008, p.５）。
　同報告書の分析枠組みは、当該セクターのより深い（エスニックな裂け目を含めた）社会的、国内政治
的、歴史的制度を指す「改革の文脈」、セクターのステークホルダー、制度、それらの経済的・政治的利
害によって形成される「改革の空間（arena）」、対話と意思決定、変化の擁護者あるいは連合、ドナー機
関および外的アクターが改革と実践で有する影響力から成る「改革の過程」から構成される。改革の文脈
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の中に、改革の空間と過程が存在し、両者が相互に作用する（World Bank 2008, pp.９-13）。これらから
なるマトリクスを解き明かすことで、どのように諸アクターの利害関係と制度運営が政治的・経済的利益
と結びついているか、改革の議論と進展に影響を与える動機をもつ変化の擁護者がいるかどうか、改革の
過程がどの程度ステークホルダーの立場を不安定にし、あるいは支え、制度変化をもたらすことができる
かを明らかにする（World Bank 2008, p.14）。具体的には、「行動枠組み」として、改革および実務のタ
イミング・調整・時系列化、分析、アカウンタビリティのための再編成、パートナーシップの戦略、公の
討論とコミュニケーション戦略、それぞれについて一定の示唆が生み出される（World Bank 2008, p.10）。
　先にあげた二つのセクターの複数の事例の分析から、セクター政策の改革と実施運営にドナーが効果的
に関与することに対して、①過程の初期で適用される優れたPE分析の重要性、②相手国政府、ドナー、
他のパートナー、公衆を含めた広い範囲のステークホルダーとの対話を伴う、変化へ向けた連合構築の持
続的な過程の重要性、③ボトムアップのアカウンタビリティの能力付与的（empowering）な形態を含めた、
制度変化の変革的な過程の推進の重要性が明らかになったとされる（World Bank 2008, p.８）。
　さらに世界銀行は、国レベル、セクターレベル、問題レベルのPE分析を総合した「問題主導のガバナ
ンスおよび政治経済分析」を現在模索している。そこでは、①挑戦の特定、②制度およびガバナンス状況
の理解、③政治経済の動因の探索の３つの層からなる分析枠組みが提唱されている（Fritz et.al. 2009）。
（５）オランダ外務省の「戦略的ガバナンスおよび腐敗評価」（SGACA）
　オランダ政府およびその各国大使館は開発援助においてガバナンスを重視し、ガバナンス分析に積極的
に取り組んできた。SGACAは、各国のガバナンスと反腐敗の文脈の分析に対してより戦略的なアプロー
チを促すことで、そのような努力を支援すべく、オランダ国際関係研究所（Clingendael Institute）によ
り発展されたものである。SGACAは、国家の公式の構成とはしばしば異なりうるガバナンスの状況の、非
公式で社会的、そして時には表に出ない、根底にある原因を捉えることを目的としている。オランダ政府
のグッド・ガバナンス政策は、ガバナンスと腐敗を平和、安全保障と安定、持続的な貧困削減にとって不
可欠なものとし、ガバナンスの実効性と正当性の重要性を強調している。しかし、ガバナンスの公式の制
度を強化するための直接的な介入は限られたインパクトしか与えることができず、対象国ではその政治的
な意思がしばしば欠けている。SGACAは、その理由を説明するのを助け、ローカルな文脈が政治アクター
のインセンティブに与える影響と、よりよいガバナンスを獲得する際の社会的および政治的過程の重要性
に焦点を合わせる（Unsworth et.al. 2007, p.３）。
　SGACAの分析は、各国大使館による情報の収集、コンサルタントを中心にした「権力および変化（power 
and change）」分析、大使館と対象国のパートナーによる二日間のワークショップ、大使館と政府の本部
によるガバナンスおよび反腐敗戦略の作成という手順で行われる。
　SGACAにおいてもっとも中心となる「権力および変化」分析は、①国家と政治システムを根本的に形
成する文脈的要素である「基底にある諸要素（foundational factors）」、②ガバナンスの質を形作る公式・
非公式な制度である「ゲームのルール（rules of the game）」、③ガバナンスの現在の文脈であり現在の政
治的動態を動かす主なアクターとステークホルダーの能力および利害関係、彼らが反応する出来事や圧力
を含む「ここと今（here and now）」の３つの次元に沿って行われる。それぞれの次元では、さらに細か
い要素に分かれて、関連した設問に答える形で各要素を明らかにする。①では、国家形成の歴史、歳入源、
社会的・経済的構造、（外的アクターとの関係など）地理戦略上の立場、（自然環境など）地理について、
②では、（公式の法的・行政的編成など）公式の枠組み、（個人的な恩顧ネットワークなど）より非公式な
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要素と政治的競合の状態、（政府や市民社会、私的セクターの組織が公の透明な、よく知られたルールと
手続きに従うという意味での）制度化、（集団や組織への）権力の配分、国家̶社会関係、鍵となる傾向
の特定について、③では、鍵となるアクターやステークホルダーと、それらの行動や目標に影響を与える
現在の出来事や環境が明らかにされる（Unsworth et. Al. 2007, pp.６-15）。
　それらの分析を踏まえ、SGACAはガバナンスに関係した最も重要な根底にある挑戦、それらが開発の
パフォーマンスの重要な側面を説明するのに役立つ程度、改革や好ましい変化へ向けた地元のインセン
ティブや圧力の有無、ドナーなど外的アクターが機会と脅威をどう評価し、どのようにより効果的に対応
できるか、といった実務的な推奨を含む「変化への示唆（Implications for Change）」を導き出す（Unsworth 
et.al. 2007, pp.16-22）。SGACAはこれまで、ウガンダ、ルワンダ、パキスタンで試行されているが、その
具体的な内容は公表されていない模様である（Clingendaelウェブサイト）。
４　政治経済分析の可能性と課題
　以上、既存の主だったPE分析の試みをみてきた。2000年代前半に比べると勢いが低下しつつあるもの
の、今なおPE分析は現在進行形で変化しつつある。みてきたように、そのアプローチも生み出した成果
も多様である。最後に、現時点でのPE分析に共通した意義と課題をまとめたい。
　PE分析の意義や可能性としては、第１に、支援対象の社会の現実に即しつつ、なおかつ政治的に実行
可能で、より有効な開発援助戦略の作成に貢献しうる。すなわち、政治的文脈が援助の過程全体にどう影
響を与えるかについての理解を促進する。支援を通じて進められる開発や改革によって対象国内のアク
ターの誰が主な「勝者」で「敗者」になるかを知らせる。また、開発における諸課題に対して実行可能で
現実的な解決策を特定することで、より良い政策とプログラム策定についての情報を提供する。さらに、
将来重要な変化を促すあるいは妨害しそうな重要な要素を特定するのを助け、ドナーのリスクの管理と計
画作成を支援する（DFID 2009, pp.４-５）。さらには、貿易や国際的な汚職、気候変動、メディアなど「外
的な動因」のインパクトのよりよい理解にもつながる。そこには政治的アクターとしてのドナーの役割を
認識することも含まれ、ドナー自身がその動機や対象国への利害を批判的に評価することを可能にする
（DFID 2009, p.６）。実際、上にもあったように、PE分析は、ドナーの国別の援助計画やプログラム、さ
らにはドナーの政策とアプローチ全体に変化をもたらした（OECD-DAC 2005, pp.15-18）。
　第２に、開発援助の過程へ対象国のアクターの参加を促す。PE分析は、国レベルとセクターレベルで
の主な政治的な挑戦と機会の両方に関して、ドナーとパートナー間およびパートナー同士の対話を広げる。
開発に必要な改革に伴う危険や制約だけでなく機会も特定するため、国家のオーナーシップを育成し、改
革へ向けた努力の優先順位付けや時系列化をより良いものにするのを助ける（DFID 2009, pp.５-６）。
　同時にPE分析に対してはいくつかの問題点や課題が指摘できる。最大の問題として、第１に、過去の
実績にもかかわらず、PEの分析結果をどう開発援助の実際に応用するか、その方法がいまだ十分確立し
ていない。OECD-DACも2005年のレビューで「開発戦略とプログラムについての情報を得るために、よ
りよい政治・制度分析が必要であるという認識がドナーの間で広がっている。しかし、それがどの程度実
務作業に直接貢献しうるのかについて、懐疑と不確実性もある」と認めている（OECD-DAC 2005, p.13）。
また、PE分析はドナーの活動の特定の側面には影響を与えるものの、開発モデルのより根本的な再評価
にはつながっていない。その理由として、これまでみてきたように分析のモデルが学問的過ぎて実務には
応用しづらい点に加えて、現状維持を望む強力な制度的インセンティブが援助機関内にあり、それらが概
念的・知的障壁と結びついている点が挙げられる（Unsworth 2008; OECD-DAC 2005, p.17）。
開発援助における「政治経済分析」の可能性（杉浦）　125
　第２に、開発援助コミュニティー自体の「政治経済」におけるPE分析の特異性から生まれる問題である。
まず、PE分析から生まれる知見は、必ずしもドナーのインセンティブと一致しないことがある。多くの
開発援助機関は短期的な結果を求める傾向にある。それに対して、PE分析は地元の過程やアクターに焦
点を合わせつつ、血縁関係やパトロネージといった非公式な制度の重要性に注目し、根本的な変化が起き
るのに必要な長期的な時間軸を想定している（OECD-DAC 2005, p.26-27; also, Sida 2006, p.12）。そのた
めに、たとえばDFIDでは、DOCの研究をめぐって、ミレニアム開発目標の実現へ向けた短期的な結果を
求めて直接支援を拡大したいという動機と、（短期的には援助吸収能力を減じせしめるかもしれない）地
域の政治過程と長期的な期間を強調するDOC分析の間に緊張状態が生じている（OECD-DAC 2005, p.11 
and 17）。世界銀行でも、マンデートを規定する諸条項に違反することへの恐れから、政治の分析を行う
ことへの抵抗が銀行内であるという（OECD-DAC 2005, p.17）。
　PE分析を積極的に適用して政治を真剣に取り上げることは、援助機関のビジネスモデルを技術的なア
ドバイザーから政治アクターに変化させることを意味する（Meyer 2009, p.18）。しかし、テクノクラ
ティックな問題解決者としての自己認識や援助の短いタイムスパンで活動する現在のドナーの実務の形態
からは、特定の国家の政治的文脈や基底にある権力構造を分析するPE分析は、グローバルに妥当すると
されてきた従来の分析方法と争った時、脇に置かれる傾向にある（Meyer 2009, pp.19-20）。だからこそ、
分析の知見とその活用を改善するために、ドナー自体に対してもPE分析を行なう必要があるという主張
も生まれている（OECD-DAC 2005, p.26-27; also, Sida 2006, p.12）。それは、PE分析の結果がドナーの
既存の偏向を反映するという問題の解決にもつながる（OECD-DAC 2005, p.14）。
　第３に、内政干渉の問題などPE分析を行うドナーと対象国との関係にかかわる問題がある。対象国の
権力関係に踏み込むPE分析は、内政干渉の不安を相手政府に与えうる。OECD-DACの調査チームによると、
世界銀行のバングラディシュのIGRについて、報告書の最終版が政府からの敵対的な反応に対応して手加
減されたかもしれないという見方があるという（OECD-DAC 2005, p.７）。この問題は、開発援助のアカ
ウンタビリティの問題とも関わってくる。PE分析を含むガバナンス評価の過程での政治対話が対象国の
政府と国民の間のアカウンタビリティを高める可能性がある一方、ドナーと対象国の間の相互のアカウン
タビリティに配慮するあまり、ドナーが政府に遠慮して、政治的に敏感な問題を取り上げることや市民社
会の参加を避けたり、結果を実際の援助に適用しなかったりする可能性もある（Meyer 2009, p.16）。
　第４に、上記の点とも関連して、分析結果の公表に関する課題がある。政治的に繊細な事実も織り込ま
れた分析の成果をどの程度公表するべきかは、PE分析の実践に伴う難題である。ドナー関係者など限定
された閲覧のみ認める研究と、対象国国民を含めて広く配布されるものとがある。これまでは、どのバー
ジョンを配布するか、また誰に配布するかは地元の政治状況や発見内容の繊細さ、研究の目的、研究を管
轄する責任を負う援助機関の性質に左右されてきた。特に世界銀行は、完全に政治的な作業への関与が内
外からどうみられるかを心配する傾向がある（OECD-DAC 2005, p.10）。確かに、政治的に繊細な、ある
いはドナーの政策を問うような分析は、ドナーによる分析の使用や配布へ向けたインセンティブを損なう
かもしれない。しかし、逆にドナーと対象国政府の間の対話に貢献するかもしれない（OECD-DAC 2005, 
p.22）。公の議論のあり方は、将来的に考慮されるべき事柄である（OECD-DAC 2005, p.23）。
　結びとして、PE分析は、方法論自体にあいまいさが残り、実施機関の間でもやや停滞傾向である。し
かし、これまで直視されてこなかった「政治」の問題に注目する点で、開発援助のあり方を変える可能性
を秘めている。また、平和構築や民主化といった開発と関連性の強い分野への適用も考えられよう。
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